
独立行政法人水産大学校の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

① 平成２３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

14,842 11,004 3,789 49 (通勤手当)

千円 千円 千円 千円

562  (広域異動
  手当)

78 (通勤手当)
千円 千円 千円 千円

該当者無し （　　　　）
千円 千円 千円 千円

469 469 － － （　　　　）
千円 千円 千円 千円

261 261 － － （　　　　）

注1：

注2：

３　役員の退職手当の支給状況（平成２３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

－ － － － －

千円 年 月

- - - - -

千円 年 月

- - - - -

注：

「前職」欄において、「＊」は退職公務員を、「◇」は役員出向者（本府省課長・企画官相当職以上）を、「※」は独立
行政法人の退職者を、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者を、空欄は該当がないことを示す。

該当者なし

該当者なし

4月1日

監　事

4月1日Ｂ監事
（非常勤）

「広域異動手当」とは、異動前後の職場間の距離が60km以上である役員に支給されているものである。

区分 摘　　要

監　事

理　事

法人での在職期間

◇

Ａ監事
（非常勤）

法人の長

　中期目標に定められた業務について、当該目標を達成するための中期計画に沿った年度
計画が順調に実施され、平成２２年度業務の実績が独立行政法人評価委員会において「Ａ
評価」を受けたところであるが、諸情勢を踏まえ、業績反映による役員報酬の増減は行わな
かった。

13,383

改定なし

9,360

その他（内容）
役名

理　事

3,383

非常勤役員手当について月額方式から日額方式に改正

法人の長

Ａ理事

就任・退任の状況

該当者なし

「前職」欄において、「＊」は退職公務員を、「◇」は役員出向者（本府省課長・企画官相当職以上）を、「※」は独立
行政法人の退職者を、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者を、空欄は該当がないことを示す。

前職



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

① 人件費管理の基本方針

② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２３年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

136 45.3 6,867 5,121 51 1,746
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 45.4 6,026 4,522 56 1,504
人 歳 千円 千円 千円 千円

62 48.3 7,603 5,632 84 1,971
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 44.2 7,535 5,634 3 1,901
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 37.0 5,373 4,054 0 1,319
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
注1：

注2：

注3：

注4：

「労務職種」、「教育職種（校長）」及び「非常勤職員」については、該当者が１人であるため、当該個人に関する情報が特定される
おそれがあることから「平均年齢」以下の事項については記載していない。

「常勤職員」については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

教育職種（校長）

事務・技術及び教育職種以外の職種の業務内容は次のとおり。
　①船舶(一)：国の海事職(一)に相当する職種であり、練習船に乗り組む士官で乗船学生の教育業務等を行う。
　②船舶(二)：国の海事職(二)に相当する職種であり、練習船に乗り組む部員で甲板部、機関部、司厨部の業務を行う。
　③労務職種：国の行（二）に相当する職種であり、電話交換の業務を行う。

事務・技術

非常勤職員

船舶（一）職種

船舶（二）職種

俸　給 （昇給）

賞与：勤勉手当
（査定分）

　昇給日を１月１日とし、昇給日前１年間における勤務成績に基づき決定され
る昇給区分に応じ、当該区分に定められた号俸数の昇給を行うことができる。
　なお、昇給区分の決定に際しては、職員の総数に対する勤務成績の極めて
良好な職員及び勤務成績が特に良好な職員の区分に決定する職員の割合を
定め、決定を行う。

制度の内容

　昇給や勤勉手当の成績率について、職員の勤務成績等に基づいた決定を行っている。

　独立行政法人通則法第６３条第３項の規定に基づき、一般職の職員の給与に関する法律の適用
を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績及び中期計画における人件
費の見積、その他の事情を考慮し、決定を行っている。

教育職種

　　一般職員等の人事評価について、評価結果を昇給、勤勉手当の成績率等に活用することに伴
う規程の整備を行った。

人員

平成２３年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

常勤職員

労務職種

区分 人員 平均年齢

平成２３年度の年間給与額（平均）

一般職の職員の給与に関する法律に準拠し、主に以下の改定を行った。

　第３期中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、人員の適正な配置及び合理化を
行い、中期計画の人件費の見積の範囲内で人件費の管理を行っている。

給与種目

　職員の勤務成績に応じ、135/100（特定幹部職員にあっては175/100）を超
えない範囲内において成績率を決定し、俸給等の月額にこれを乗ずること等
により勤勉手当を支給する。

事務・技術

うち賞与総額
平均年齢

該当がない区分（在外職員、任期付職員及び再任用職員）及び区分中の職種（研究職種、医療職種（病院医師・病院看護師）及
び教育職種（高等専門学校教員））は省略した。

うち所定内
区分

２０歳 ５６歳 ２２４歳 ６０歳 …………………………………………………… （国）（平均） （第１分（平均） （第３分２人 ５人 １１人 ９ (人) (千円) 

２０歳 ５６歳 ２２ ６０歳 …………………………………………………… （国）（平均） （平均） ２人 １１人 (千円) ２０歳 



② 年間給与の分布状況（事務・技術職員）

〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

注1：

注2：

（事務・技術職員）
四分位 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

6 55.7 7,853 8,181 8,795

4 51.3 － 6,676 －

14 44.5 5,284 5,686 6,367

5 30.7 3,312 3,548 3,653

注1：

③ 職級別在職状況等（平成２４年４月１日現在）（事務・技術職員）

計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

人 人 人 人 人 人 人 人

29 5 7 10 2 5

(17.2%) (24.1%) (34.5%) (6.9%) (17.2%)
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

32 51 59 59

～ ～ ～ ～

28 32 45 54
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,975 4,694 5,391 6,762

～ ～ ～ ～

2,443 3,052 4,280 5,891
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,904 6,211 7,198 8,903

～ ～ ～ ～

3,258 4,087 5,858 7,853
注：

本部課長補佐

本部係長

人員
－

本部課長

平均

区分

－ － －

係　員

（割合）

該当者が４名以下の年齢階層については、第１、第３分位を示す点を表示していない。

人員

標準的な
職位

係　長

年間給与額(最
高～最低)

（年俸制等職員以外）

係　員

本部係員

「5級」については、該当者が２名以下であるため当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、「年齢
（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

－

課　長課長補佐

「本部課長補佐」グループについては、該当者が４名以下であるため、第１四分位及び第３四分位を記載していな
い。

平均年齢

－
年齢（最高～最

低）

係　長

分布状況を示すグループ

－

－

①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

所定内給与年
額(最高～最低)

部長

－

－－

２人 ５人 １１人 ９人 ２人 ５人 １１人 ９人 ２人 ５人 １１人 ９人 ２人 ５人 １１人 ９人 ２人 ５人 １１人 ９人 

２０歳 ５６歳 ２２ ６０歳 …………………………………………………… （国）（平均） （平均） ２人 １１人 (千円) ２０歳 
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年間給与の分布状況（事務・技術職員） 

千円 

（人） （千円） 



夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

－ － －

％ ％ ％

64.6 67.0 65.8
％ ％ ％

35.4 33.0 34.2
％ ％ ％

43.5～32.3 36.6～29.3 37.9～31.0

注：

対国家公務員（行政職（一）） 88.2

対他法人（事務・技術職員） 83.4

注：

　　　給与水準の比較指標について参考となる事項

対国家公務員　８８．２

地域勘案 96.0

学歴勘案 90.4

地域・学歴勘案 96.4

最高～最低

・主務大臣の検証結果
　国家公務員より低い水準であり、問題ないと考えている。

○事務・技術職員

給与水準の適切性の
検証

項　目

⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

【累積欠損額について】
 ０円（平成22年度決算）

参　考

一般
職員

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

内　　容

比較対象職員の状況
①表（職種別支給状況）の「常勤職員 事務・技術」欄の29人
29人の平均年齢45.4歳、平均年間給与額6,026千円

指数の状況

区分

「管理職員」については、該当者がいないため、記載していない。

当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべての独
立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が現に支給
している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

④ 賞与（平成２３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

該当無し

【検証結果】
該当無し

【国からの財政支出の状況】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　77.8％
（国からの財政支出額 2,213,464千円、支出予算の総額 2,846,421千円：平成
23年度予算）

一律支給分（期末相当）

最高～最低

講ずる措置

一律支給分（期末相当）

管理
職員

【検証結果】
比較指数は 88.2であり、給与水準は適切である。



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成23年度）

前年度
（平成22年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 .

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
注：

総人件費について参考となる事項

①対前年比増減の要因

・

・

②人件費削減の取組状況

ア

イ

ウ

基準年度
(平成17年度)

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

1,436,682 1,423,572 1,431,139 1,406,755 1,342,511 1,306,296 1,300,336

△ 0.9 △ 0.4 △ 2.1 △ 6.6 △ 9.1 △ 9.5

△ 0.9 △ 1.1 △ 2.8 △ 4.9 △ 5.9 △ 6.1

注1：

注2：

平成23年度においては、平成17年度と比較して6％以上の削減を実施する中期計画における目標に対し、6.1％の削減と
なっており、適正に取り組んでいる。

「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえ
た官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。なお、平成18年、平成19年、平成20年、平成21年、
平成22年、平成23年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0%、0.7%、0%、△2.4%、△1.5%、△
0.23%である。

本表に記載された額は、単位以下の端数処理の関係から、該当年度の財務諸表における付属明細書に記載された
額と異なる場合がある。

・主務大臣の検証結果

（△　 0.5） （　　　　－）1,300,336

区　　分

総人件費改革の取組状況

（　　　　－）
福利厚生費

187,509 185,487

108,166 （　　　　－）（　　  6.5）

本表に記載された額は、単位以下の端数処理の関係から、該当年度の財務諸表における付属明細書
に記載された数値と異なる場合がある。

（    1.1） －

最広義人件費

「最広義人件費」は、対前年度比6.5%増であった。主な要因は、定年退職者数の増加による「退職手当支
給額」の増加によるものである。

（　　　　－）

－1,771,336 1,663,170

2,022

－234,462

1,306,296

110,723

47,648

（　　　　－）

－

比較増△減

「給与、報酬等支給総額」は、対前年度比0.5%減であった。主な要因は、人員削減を実施したことによるも
のである。

　人件費については、第３期中期目標において「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進
に関する法律」（平成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする削減等
の人件費に係る取組を平成２３年度も引き続き着実に実施するとともに、「公務員の給与改定に関する取
扱いについて」（平成２２年１１月１日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組を踏まえると
ともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直すこととなっている。

　アを目標として、第３期中期計画において「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に
関する法律」（平成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする削減等の
人件費に係る取組を平成２３年度も引き続き着実に実施し、平成２３年度において、平成１７年度と比較し
て、大学校全体の人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）並びに非常勤役職
員給与及び人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）について６％以上の削減を行うとともに、「公務
員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２２年１１月１日閣議決定）に基づき、政府における総人件
費削減の取組を踏まえ、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直すこと
としている。

　定年退職者に対して新規採用を抑制することにより、平成２３年度において、６％以上の削減計画を達
成した。

123,739

1,381
非常勤役職員等給与

（      2.9）49,029

給与、報酬等支給総額
（千円）

年　　度

△ 5,960

人件費削減率（補正値）
（％）

人件費削減率
（％）

－

（　  89.5）
退職手当支給額

給与、報酬等支給総額

中期目標期間開始時（平成23
年度）からの増△減



Ⅳ 法人が必要と認める事項

平成２４年２月に成立した「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成２４年法律第２号）を参
考に以下のとおり規程改正を行った。

・役員の報酬
　①俸給月額の引き下げ
　　　 平成２４年４月分給与から、俸給月額を０．５１％引き下げ。平成２３年４月から平成２４年３月までの較差相当分は、
     平成２４年６月期の期末手当で調整。
　②給与減額支給措置
　　　 平成２４年４月から平成２６年３月まで役員の報酬を９．７７％減額。

・職員の給与
　①俸給月額の引き下げ
　　　 平成２４年５月分給与から、俸給月額を平均０．２３%引き下げ。平成２４年４月の較差相当分は、平成２４年６月期の
     期末手当で調整。
　②給与減額支給措置
　　　 平成２４年５月から平成２６年３月まで、下記の措置を実施。
　　　　・職員の俸給月額を職務の級に応じて９．７７％、７．７７％又は４．７７％減額。
　　　　・俸給の特別調整額（いわゆる管理職手当）を１０％減額。
　　　　・地域手当及び広域異動手当を減額（俸給月額及び俸給の特別調整額の支給減額率に連動）。
　　　　・期末手当及び勤勉手当を９．７７％減額。


